
14 ユーロ圏 Euro Area 
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14　ユーロ圏 Euro Area

<2003年>

人口 為替制度 変動相場制

通貨  

一人当たりＧＤＰ 21,603ドル（2002年）

産業構造(ＧＤＰ構成比) １次産業 2.3％ 面積 249.6万k㎡ (日本の約6.6倍)

　

２次産業

３次産業

27.3％

70.4％

ユーロ圏：通貨「ユーロ」を使用する経済通貨同盟(ＥＭＵ)
　　　　　に参加する欧州12か国で構成
（ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、ベルギー、ルクセン
ブルク、スペイン、ポルトガル、ギリシャ、オーストリア、
アイルランド、フィンランド）

ユーロ
１米ドル＝0.88ユーロ

３億583万人
(日本の約2.9倍)
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<ユーロ圏経済のこれまで>

 

 

＜2003年の経済＞ 

2003年の経済成長率は、0.4％となった。2002年末から減速していた景気は、2003年前半にお

いてさらに弱含み、４～６月期まで２期連続でマイナス成長となった。主な要因には、2002年

秋以降ユーロが対ドルで上昇を続けたため、輸出が減少し、主要な輸出企業の収益が減少した

ことが挙げられる。また、イラク戦争による企業マインドの悪化も重なり、生産、投資は減少

した。年後半は、アメリカを始めとした世界経済の回復を受けて輸出主導でプラス成長に転じ、

年末にかけて生産、投資が持ち直したことから景気は緩やかに回復した。 

物価は、おおむね安定基調にあり、総合消費者物価指数（ＨＩＣＰ）上昇率は、欧州中央銀

行（ＥＣＢ）の「前年比２％を下回るが２％に近く」とする目標値の付近で推移している。ユ

ーロ圏の失業率は、2001年を底に以後高まりを示し、2003年は8.8％となった。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90年代 2002年 2003年

（92～01年) 欧州委員会 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.0 0.9 0.4 1.7 1.6 1.7 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 1.9 0.1 1.0 1.6 1.7 1.3 平均

  固定投資 同上 1.9 ▲ 2.8 ▲ 1.0 2.4 1.9 2.7 1.8

鉱工業生産 同上 1.7 ▲ 0.5 0.3 ― ― ― 最大

消費者物価 同上 2.2 2.3 2.1 1.8 1.8 1.7 2.1

失業率 ％ 9.9 8.4 8.8 8.8 8.9 9.1 最小

経常収支 億ユーロ ▲ 110 671 285 ― ― ― 1.3

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 0.7) ( 0.9) ( 0.4) ( 0.7) ( 0.8) ( 0.7) （27社）

財政収支 億ユーロ ― ▲ 1,606 ▲ 1,929 ― ― ―

(ＧＤＰ比、年度) ％ (▲ 3.3) (▲ 2.3) (▲ 2.7) (▲ 2.7) (▲ 2.6) (▲ 2.8)

政府債務残高 億ユーロ ― 48,996 51,135 ― ― ―

(ＧＤＰ比、年度末) ％ ( 70.8) ( 69.2) ( 70.4) ( 70.9) ― ( 70.6)

ユーロ圏の主要経済指標

2004年

（備考）1．欧州委員会、ＥＣＢ等。2004年の欧州委員会は“Economic Forecasts”（2004年４月）による。
　　　　　ＯＥＣＤは“Economic Outlook ”（2003年11月）、ＩＭＦは“World Economic Outlook”(2004年４月)による。
　　　   ２．経常収支の92～01年は、97～01年の数値。

 

 

＜2004年の経済見通し＞ 

2004年の経済成長率は、１％台後半程度となる見込みである（欧州委員会見通し1.7％、民間

機関27社の平均1.8％（2004年４月時点））。欧州委員会の見通しは、半年前（2003年10月1.8％）

に比べて下方修正されている。 

成長を支える要因としては、世界経済の回復を受けて輸出が増えることにより、生産、投資

が増加することが挙げられる。なお、2003年末から2004年２月まで続いたユーロ高の影響によ

り域外輸出の伸びは徐々に鈍化すると予想されるが、世界経済の回復が続くことによりユーロ

高の影響はある程度相殺されることが期待される。 

下方リスクとしては、雇用情勢の厳しさから消費者マインドが冷え込み、消費が抑制される

可能性がある。リストラ圧力は緩和しつつあり、全体の雇用環境は最悪期を脱したと考えられ

るものの、主要国で進展している年金改革などの行方によっては将来不安が一層強まり、消費

者マインドのさらなる冷え込みにつながる可能性がある。また、2004年３月にスペインで起き

たテロ事件や中東情勢の不安定化等による先行き不透明感の強まりが、企業マインドを冷え込

ませ、投資を抑制させる可能性がある。 

 

＜金融政策の動向＞ 

欧州中央銀行（ＥＣＢ）は、2003年６月に政策金利（短期買いオペの最低応札金利）を0.5％

引下げ2.00％とし、ユーロ圏では戦後最低の水準となった。2004年に入りユーロの対ドルでの

増価基調が一層強まったことや、個人消費が引き続き弱いことから、利下げ期待が強まったが、

ＥＣＢは４月の理事会において、「金融政策が中期的な物価安定維持に沿っているとの判断は

変わらない。」と述べ、政策金利を据え置いている。 
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